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  10 年以上の開発期間を経て平成 21 年９月 18 日ドッキングに成功した宇宙ステーション補給機

（HTV）は，宇宙ステーション（ISS）に船内物資と宇宙空間に曝露される船外物資を補給する軌道

間輸送機である．HTV は宇宙飛行士が船内物資を運び出すため有人仕様となっており，また，ス

ペースシャトル以外で船外物資の輸送を実現した初の宇宙船である．本報ではミッションの信頼

性と安全性を高めるため実績のある技術を採用する方針の中で，HTV 固有の有人に対する安全

設計と物資の輸送を可能にするため新たに開発した技術について開発の経緯と合わせて紹介す

る． 

  

   

 
 
|1. はじめに 

H-IIB ロケットにより打上げられ ISS に物資を輸送し，初号機のミッションに成功した日本初の宇

宙ステーション補給機 HTV は船内物資，船外物資合わせて約６トンの補給物資を ISS に輸送す

ることができる．ロケットのペイロードとして搭載される点及びその飛行運用からは HTV は衛星に

近いが，ロケットペイロードとしては過去に類を見ない大型構造物であることから構造的にはロケッ

トに近い．また，船内物資は ISS 結合後，宇宙飛行士が入室し荷物を運び出すことから，従来のロ

ケットや衛星にはない有人仕様の安全要求が適用されておりこの点は日本実験棟“きぼう”

（JEM）に近い．本稿ではロケットや衛星，JEM の特徴を合わせ持つ HTV の開発作業の概要と，

技術的課題と成果について述べる． 

|2. HTV の概要 

HTV の概要を図１に示す．HTV は大きく分けて４つのモジュールから構成されており，船内物

資を輸送する与圧部，船外物資を輸送する非与圧部，アビオニクス機能を持つ電気モジュール，

自力飛行のための推進系を持つ推進モジュールからなる．電気モジュールと推進モジュールを

組合わせた形態は本体と呼び，衛星のバス部に相当し HTV の基本的な機能である電源系，誘

導制御系，推進系，熱制御系，データ処理系等のサブシステムが集約されている． 

輸送される物資は与圧部内に搭載される船内物資として宇宙飛行士のための衣類，食料，水

及び実験装置などがあり，非与圧部に搭載される船外物資として ISS の交換部品である姿勢制御

装置や電池及び曝露実験装置などがある．表１に諸外国の補給機との比較を示す．船外物資を

輸送できることが HTV の特徴である． 
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(1) 宇宙ステーションへの補給能力 

 補給物資量 約 6 トン(約 4.5 トン) 

 船内物資量 約 4.5 トン(約 3.6 トン) 

 船外物資量 約 1.5 トン(約 0.9 トン) 

(2) 目標軌道（宇宙ステーション軌道） 

 高度 350km～460km 

 軌道傾斜角 51.6 度（円軌道） 

 (3) 主要諸元 

 全長 約 10ｍ 

 最大直径 約 4.4m 

 全備質量 約 16.5 トン 

(4) ミッション期間 

 計画飛行時間 約 100 時間 

 緊急待機期間 1 週間以上 

 ISS 滞在期間 最大約 30 日間 

     （ ）内は技術実証機での数値 

 

図１ HTV の概要   

 表１ 各国の ISS 補給機の比較 

 
補給機 

HTV 

(日本) 

ATV 

(欧州) 

プログレス 

(ロシア) 

スペースシャトル 

(米国) 

 補給能力 6 トン 7.5 トン 2 トン 9 トン 

 総重量 16.5 トン 20.5 トン 7.2 トン 94 トン 

 打上げロケット H-ⅡB アリアン５ ソユーズ スペースシャトルシステム 

 
輸送カーゴ 

・船内カーゴ 

・船外カーゴ 
・船内カーゴ ・船内カーゴ 

・船内カーゴ 

・船外カーゴ 

      

船内物資においても HTV は 1.2ｍ×1.2ｍの大型ハッチ（出入り口）を有しているため国際標準

ラック（ISPR）を輸送できる．一方，欧州のATVはロシアのドッキングポートを使用しておりハッチの

直径が 0.8ｍのため船内物資の大きさが限定される．ATV は実績のあるドッキングポートを採用す

ることにより ISS への自動ドッキングを可能にしたものと思われるが，HTV は自動ドッキングより大

型の荷物の輸送を優先したため，ISSのマニピュレータで把持されISSにドッキングする運用となっ

た．また，船内物資の輸送環境においても表２に示すようにスペースシャトルによる輸送よりHTV/ 

H-IIB のほうがやさしくなっている．(4),(5) 

 表２ HTV とスペースシャトルの輸送環境（船内物資） 

 
 

機軸方向 

加速度(G) 

機軸直角方向 

加速度(G) 

機軸まわりの 

角加速度(rad/sec2) 

機軸直角方向まわりの 

角加速度(rad/sec2) 

 HTV/ H-IIB ±5.1 ±2.3 ±13.5 ±11.5 

 
スペースシャトル ±7.0 ±8.0 ±70.8 

＋36.8 

－34.8 

 

図２ HTV 飛行運用 

次に，図２に HTV の運用概要を示す．(3)   
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HTV は H-IIB ロケットにより打ち上げられた後，米国のデータ中継衛星経由データの送受信を

行い，また，ＧＰＳにより自分の位置を把握しながら自力飛行を行う．約 90 分で地球を一周しなが

ら，ISS の位相や高度に調整していく．近傍域では直接 ISS と通信を行い ISS 下方 10ｍ手前で停

止する．その後，ISS のマニピュレータで把持されドッキングし，物資を補給する．帰路は荷物を積

み出した後の空間に ISS の使用済み実験装置などを積込み，HTV と使用済みの荷物はともに大

気圏再突入時の摩擦熱等で燃え尽きることになる．なお，帰路においてISSの不用品を最大６トン

廃棄できる． 

|3. 開発経緯と成果 

3.1 開発経緯 

ISS 全体の運用における日本の分担義務を履行する目的で，ISS に物資を輸送し，また廃却す

る宇宙ステーション補給機の開発が始められた．表３に開発スケジュールを示す．平成８年度頃

から概念設計が開始され予備設計を経て平成９年度の後半から基本設計がスタートした．最初の

計画では初号機の打上げはＨ１４年度と設定されていたが ISS計画の見直し等の影響で，Ｈ21 年

９月の打上げとなった．当初の HTV の構想には図３に示すように与圧短型，与圧長型，与圧・非

与圧混載型の３形態があり，輸送する荷物の種類によりモジュールを組替え対応することを検討

していた．打上げ形態をモジュールの組替えで対応することは輸送の効率化の点で非常にメリッ

トがあったが，一方で開発費がそれに伴い増加することが予想された．  

表３ HTV 開発スケジュール 

図３ 初期検討時の HTV３形態 
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当時スペースシャトルが活躍し ISS を建造中であり，日本がシャトル以外の新しい輸送機を開発

するためにはシャトルの利用より新規開発の方が費用対効果があることを示す必要があった．そ

のためには開発費の削減が必須であり基本設計段階で HTV の形態は与圧・非与圧混載型一本

に絞られた．これが現在の HTV である． 

HTV はロケット，JEM，衛星の技術が融合されたものであるため，基本設計段階ではロケット，

JEM のメーカであるＭＨＩと衛星メーカである三菱電機（株）が宇宙航空研究開発機構（JAXA）取

りまとめの下，ダブルプライムとして開発に臨んでいたが，最終的にはシステム設計，全機組立/

機能試験，発射整備作業をＭＨＩが，飛行運用を三菱電機（株）が主担当となりそれぞれのメーカ

が得意分野を取りまとめることになった．（６）,（７） 

HTV の開発検証は表２に示すように設計，開発試験の各段階ごとに審査会を実施し，さらにシ

ステムレベルの審査会はメーカ主催の審査会のみならず JAXA 主催の審査会（アメリカ航空宇宙

局 NASA も参加）も実施することで行われた． 

また，特筆すべきは設計審査以外に安全審査も行っていることであり，これはメーカ安全審査，

JAXA 安全審査さらに NASA の安全審査も実施している．安全審査は各開発フェーズごとに行っ

ており，安全要求を満足しかつコスト/スケジュールをミニマムにするため何度も NASA と調整を実

施した．その結果，フェーズ１（基本設計段階），フェーズ２（詳細設計段階），フェーズ３（システム

試験後評価段階）合わせて合計６回の NASA 安全審査を受審した． 

3.2 成果 

HTV は信頼性，安全性を重視し，極力，新規開発ではなく過去のロケットや衛星，JEM で実績

のある機器を採用し実績のある設計を行う方針とした．それでも，HTV 固有の課題はいくつかあ

り，その都度新規開発や新たな設計を行ってきている．以下 HTV 固有の課題に対する安全設計

とＭＨＩが新たに開発したハードウエアについて説明する． 

3.2.1 安全設計 
HTV は衛星やロケットと異なりミッションの成功のために１Ｆａｉｌ Ｏｐｅｒａｔｉｖｅ（故障や操作ミスが１

つ起きてもミッションが継続できること），有人安全のために２Ｆａｉｌ Ｓａｆｅ（故障や操作ミスが２つ起

きても ISS 搭乗員の死傷に至らないこと）の耐故障設計を行っている．JEM と同様の設計思想であ

るが，主に以下のハザードに対する安全設計が HTV 固有である． 

①衝突に対する安全設計 

HTV が ISS の下方 10ｍで停止せず衝突した場合，ISS を損傷することで船内の空気が

抜け，搭乗員の死傷に至る可能性がある．衝突を生じる要因としては誘導制御系，センサ

系，推進系，電源系の異常または故障，通信システムの遮断等があり，個々の要因ごとに

機能の多重化または適切な設計余裕の確保により衝突に対して２Ｆａｉｌ Ｓａｆｅとしている．

②推進薬による汚染に対する安全設計 

HTV の燃料（モノメチルヒドラジン）と酸化剤（四酸化二窒素）は共に人体に有害である

ため，HTV から推進薬が大量に漏洩し一部が宇宙服に付着すると，有害な物質が船内に

持ち込まれる可能性が生じ危険である．そのため船外活動が想定される前方スラスタ近辺

はバルブを３重に設置し大量漏洩を避けるとともに，船外活動中は不意のスラスタ開放指

令を出さないよう制御系を停止させている． 

③推進薬供給システムの爆発に対する安全設計 

推進薬供給システムが万一設計圧力より高圧に至る場合には，最悪爆発して ISS への

構造破壊を引き起こし，宇宙飛行士が死傷する可能性がある．設計圧力より高圧になる要

因としては機器の故障による推進薬供給系の過大な加圧やヒータ系統の故障による異常

過熱が考えられる．これに対しては適切な圧力に設定する調圧弁を直列冗長にすると共

に，その上流に遮断弁を配置して２Ｆａｉｌ Ｓａｆｅとしている． 
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さらに，破裂板を設置し，万一設計圧力以上になった場合には破裂板が破裂し機器に

過大な圧力が加わることを防いでいる．ヒータ故障に対しては温度センサが異常を検知す

るとヒータ制御装置内のスイッチをＯＦＦし異常加熱を防ぐ設計としている． 

④電池セルの破裂に対する安全設計 

電池の不適切な設計による破裂は HTV の構造破壊を引き起こしその結果，宇宙服を

破損することで船外活動中の宇宙飛行士が死傷する可能性がある．この要因としては短

絡に起因する電池温度の上昇に伴う内圧上昇や不適切な電圧制御，容器の不適切な耐

圧設計が考えられる．これらについてはヒューズや過電流保護回路の設置，および内圧

上昇時に圧力リリーフを行うための破裂機構を設置することでハザードを制御している． 

以上が HTV 固有の安全設計であり，その設計の妥当性は図面確認や製造の品質保証，さら

に試験により検証しており，最終的に JAXA および NASA のレビューを受けている． 

3.2.2 非与圧部構造 

非与圧部の一次構造様式は，H-IIA/H-IIB ロケットと同様のセミモノコック構造であるが，船外

物資を搭載した曝露パレットを引出/挿入するため図４に示すように過去の宇宙機では実績のな

い大開口部を有している．打上げ時において，当該開口部の周辺部位は厳しい応力集中に晒さ

れるため，補強のため一般部位の 10 倍以上の強度/剛性を有する縦通材（ロンジロン）や応力集

中を緩和するための補強部材を配置している．この開口部強度の評価では，非線形有限要素法

解析プログラムを用いて弾塑性大撓み解析を実施し，試験結果と比較を行い設計の妥当性を確

認した． 

この技術にて HTV は大きな開口部を有しかつ強度を補う蓋なしでフライトに供することが可能

となった．図５は荷物を取り出した後の空の曝露パレットを非与圧部の開口部から HTV に挿入し

ているところである．一方，開口部以外の一般部位では厳しい軽量化要求を満足させるため，打

上げ時においてセミモノコック構造のスキンが弾性領域で座屈することを許容する設計としている

ことが特徴である．(1),(2) 

  

 

 図５ ISS マニピュレータで把持される 

曝露パレット 

 

図４ 大開口部を有する HTV 

（曝露パレット挿入済） 
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3.2.3 非与圧部機構系 

船外物資の補給手段として，非与圧部機構系は打上げ時には曝露パレットを機体に固定，ISS

結合後に分離する役割を担っている．曝露パレットを挿入するために非与圧部側に長いガイドレ

ールと曝露パレット側には８個のホイールが装備されている（図６，図７）．  

 
 

 
図６ 非与圧部への曝露パレットの挿入  図７ 非与圧部開口部とガイドレール 

  

このホイールは自己潤滑性を持つ材質（べスペル）でできておりさらにその上に固体潤滑皮膜

を施し，パレット挿入/引出時の抵抗を所定の値以下にするため１ Ｆａｉｌｕｒｅ Ｔｏｌｅｒａｎｃｅ（１故障

許容）の仕様となっている．また，曝露パレットの挿入，固定，分離，引出のために以下の３つの

機構があり船外物資の輸送を可能なものとしている． 

①拘束分離機構：  

打上時に曝露パレットを拘束し，軌道上で分離する．また，軌道上で挿入された曝露パ

レットを固定する． 

②ハーネス分離機構： 

打上時及び軌道上で電気分離コネクタの結合を保持するとともに分離信号により電気

分離コネクタの分離ができる． 

③軌道上捕捉機構： 

ISS のマニピュレータによって把持された曝露パレットを非与圧部の中へ挿入後，引込

み，位置決めする． 

3.2.4 有人仕様の与圧部 

与圧部はその名のとおりモジュール内部に空気を封入し１気圧の圧力を保持，ISS 結合後の宇

宙飛行士の入室を可能としている．図８に示すように与圧部内には補給物資（実験ラック，飲料

水，衣料など）が搭載され，クルーが結合部のハッチから内部に乗り込み荷物を運び出す．その

後，与圧部には ISS で使用済みになった実験装置などが搭載される．クルーが入室するため与圧

部には JEM 同様いくつかの安全上の対策が施されている． 

図８ 与圧部に搭載された船内物資と宇宙飛行士が入室し設置した日の丸 
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以下に示す対策のうち安全弁の設置とフライト中の熱制御が自力飛行する HTV 固有の技術で

ある． 

①宇宙塵（デブリ）の衝突に対するデブリバンパの設置 

②火災を起こさないようにするための難燃性材料の採用 

③火災を検知するための煙センサ 

④クルーの吐く息(CO2)が滞留しないようにするための空気循環ファンの設置 

⑤飛行中に日照による温度上昇で内圧が過大になることを防ぐための安全弁の設置 

⑥飛行中に日陰による温度低下で結露することを防ぐための熱制御 

また，JEM と同様の技術とはいえ有人飛行に不可欠な空気循環技術は JEM では海外メーカの

ファンに頼っていたが，HTV では宇宙用の低騒音ファンの国産化に挑戦し成功している． 

|4. まとめ 

開発が本格的に立ち上がってから約12年，概念設計から数えると約14年かけて宇宙ステーシ

ョン補給機 HTV の初号機打上げ/飛行運用が成功した．次の運用機からはＭＨＩが製造プライム

として１機/年製造し，合計６機の打上げが実施される予定である．HTV は有人仕様であるため今

後いろいろな発展型が考えられる．今回の成功をアピールし今後の運用機の製造台数増につな

げると共に，回収カプセルや月探査等 HTV 発展型にも取り組んでいきたい． 
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